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独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する 

勧告の方向性について 

 

今般、当委員会は、貴省所管の独立行政法人（独立行政法人国立特別支

援教育総合研究所、独立行政法人大学入試センター、独立行政法人国立青

少年教育振興機構、独立行政法人国立女性教育会館、独立行政法人国立科

学博物館、独立行政法人物質・材料研究機構、独立行政法人防災科学技術

研究所、独立行政法人放射線医学総合研究所、独立行政法人国立美術館、

独立行政法人国立文化財機構及び独立行政法人教員研修センター）の主要

な事務及び事業の改廃に関して勧告の方向性を別紙のとおり取りまとめま

した。 

今後、貴省におかれては、本年の予算編成過程において、この勧告の方

向性の趣旨が最大限いかされるよう見直しを進めていただき、最終的な見

直し内容を決定した際には、当委員会に通知していただくようお願いいた

します。 

なお、当委員会としては、今後、当該法人の新中期目標・新中期計画の

策定等に向けた貴省、当該法人及び貴省独立行政法人評価委員会の取組を

注視し、必要な場合には、独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）

に基づく勧告を行うこととしております。引き続き、当委員会の審議に御

 



協力いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所の主要な事務及び事業の 

改廃に関する勧告の方向性 

 

 

独立行政法人国立特別支援総合研究所の主要な事務及び事業については、独立行政法人

として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性及び質の向上を図る観点か

ら、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直しを行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 研究課題の精選 

特別支援教育に関する研究については、特別支援教育のナショナルセンターとして

の役割を踏まえた、先導的な指導方法の開発に係る研究など国の政策的課題や教育現

場の課題に対応した実際的な研究に一層精選、重点化するものとする。 

 

２ 研修事業の見直し 

１年間の研修期間で行われている特別支援教育研究研修員制度については、参加者

数が少ないことや参加都道府県に偏りがみられることから、研修効果を全国に効果的

に還元する観点から、その在り方を含め見直すものとする。 

 

３ 教育相談データベースの充実 

教育相談データベースについては、全国の特別支援教育センター等の参加や入力情

報量が十分でないことにかんがみ、これらの機関との連携を推進するとともに、教育

相談に関する情報や教育相談機関からのニーズ等を収集すること等により、その充実

を図るものとし、その利活用状況を毎年度評価し、運用を見直すものとする。 

 

第２ 保有資産の見直し 

  研究連絡スペースとして東京都内に設置しているリエゾンオフィスについては、既存

の施設は廃止し、借上面積を大幅に縮減した上で他法人施設へ集約するものとする。 

 



第３ 業務全般に関する見直し 

  上記第１及び第２に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 

 

１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の

削減の一層の推進を図るものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 



４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、上記第２に掲げるもののほか、引き続き、資産の利用度のほ

か、本来業務に支障のない範囲での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理

性といった観点に沿って、その保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるか

を厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今後、

総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価

の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知又は送付する事項を参

考にするものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 

 



 

独立行政法人大学入試センターの主要な事務及び事業の改廃に関す 

る勧告の方向性 

 

 

独立行政法人大学入試センター（以下「大学入試センター」という。）の主要な事務及

び事業については、独立行政法人として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、

自律性及び質の向上を図る観点から、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向

で見直しを行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 調査研究の特化 

大学入試センター研究者が行う調査研究については、大学入試との関係が不明確な

研究が一部にあることにかんがみ、大学入試センター試験の実施を基幹事業とした法

人としてふさわしいものとする観点から、大学入試センター試験の実施や大学入学者

選抜方法の改善に係る調査研究に集中・特化するものとする。 

 

２ 大学情報提供事業の見直し 

インターネットによる大学進学情報提供を行うハートシステムや主として高等学校

における進路指導のため発行しているガイドブックについては、大学や民間において

同種類似の進学情報の提供が行われている状況等にかんがみ、大学入試センターが行

う事業としては廃止するものとする。 

 

３ 業務運営の効率化 

法科大学院適性試験の終了やハートシステム、ガイドブックによる進学情報の提供

事業の廃止に伴い業務が縮小することから、業務運営の効率化の観点から要員の合理

化を図るものとする。 

 

第２ 業務全般に関する見直し 

  上記第１に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 



１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の

削減の一層の推進を図るものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、引き続き、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲

での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、その



保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるか

を厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今後、

総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価

の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知又は送付する事項を参

考にするものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 



 

独立行政法人国立青少年教育振興機構の主要な事務及び事業の改廃 

に関する勧告の方向性 

 

 

独立行政法人国立青少年教育振興機構の主要な事務及び事業については、独立行政法人

として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性及び質の向上を図る観点か

ら、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直しを行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 青少年交流の家及び青少年自然の家（以下「地方27施設」という。）の自治体・民

間への移管等の着実な推進 

地方27施設の移管等に当たっては、具体的な数値目標や時期及び方法を定めた行程

表の作成に取り組むとともに、移管が整わなかった場合の対応を明らかにするなど、

厳格な進行管理を行い着実に推進するものとする。 

 

２ 企画事業の厳選・特化 

地方27施設が自治体・民間へ移管等されるまでの間にあっても、企画事業として実

施している先導的・モデル的な体験活動事業等については、公立施設等では十分に普

及していない実態にかんがみ、国の政策課題に対応し、公立施設等において活用され

る事業に厳選・特化するものとする。 

 

３ 自己収入の確保 

地方27施設が自治体・民間へ移管等されるまでの間にあっても、施設の維持管理等

のために多額の費用を要することにかんがみ、自己収入の確保及び受益者負担の観点

から、宿泊料金等の各種施設の利用料金、活動プログラムに係る費用等の設定を見直

すものとする。 

 

４ 公益法人との関係の適切性の確保 

特定の公益法人が行う宿泊事業への国立オリンピック記念青少年総合センターの宿



泊施設の貸与については廃止するものとする。 

 

第２ 業務全般に関する見直し 

 上記第１に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 

 

１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

  また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の

削減の一層の推進を図るものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の



確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、引き続き、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲

での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、その

保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるか

を厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今後、

総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価

の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知又は送付する事項を参

考にするものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 



 

独立行政法人国立女性教育会館の主要な事務及び事業の改廃に関す 

る勧告の方向性 

 

 

独立行政法人国立女性教育会館（以下「女性教育会館」という。）の主要な事務及び事

業については、独立行政法人として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律

性及び質の向上を図る観点から、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見

直しを行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 研修事業の効果的運営 

研修事業については、対象となる地方公共団体、女性関連施設、女性団体等の女性

教育に係る基幹的指導者等以外の参加や参加者の地域的偏りがあることにかんがみ、

研修効果を全国に効果的に還元する観点から、研修の対象者や課題等を厳選するとと

もに、研修効果の普及状況を的確に把握し研修事業に反映させるものとする。 

 

２ 管理運営の適正化 

研修施設に併設している運動場、テニスコート等の施設については、利用内容や利

用者の範囲等その利用実態を的確に把握するとともに、研修に真に必要な施設への限

定及び維持管理費の縮減の観点から、その在り方を見直し、供用廃止等必要な措置を

講ずるものとする。 

 

第２ 保有資産の見直し 

埼玉県から借り受けている敷地については、運動場、テニスコート等の供用廃止等の

状況を踏まえ、女性教育会館の業務を遂行するため必要最小限のものとし、不要な敷地

は返却することにより土地借料を削減するものとする。 

 

第３ 業務全般に関する見直し 

上記第１及び第２に加え、業務全般について以下の措置を講ずるものとする。 



１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の

削減の一層の推進を図るものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人

の事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性

の確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、上記第２に掲げるもののほか、引き続き、資産の利用度のほ

か、本来業務に支障のない範囲での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理



性といった観点に沿って、その保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるか

を厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今後、

総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価

の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知又は送付する事項を参

考にするものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 

 



 

独立行政法人国立科学博物館の主要な事務及び事業の改廃に関する 

勧告の方向性 

 

 

独立行政法人国立科学博物館（以下「科学博物館」という。）の主要な事務及び事業に

ついては、独立行政法人として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性及

び質の向上を図る観点から、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直し

を行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

経常研究の実施については、大学の学術研究との違いが必ずしも明確でないことから、

研究テーマの選定、進捗状況の把握や研究成果の評価の各段階において科学博物館のミ

ッションを的確に踏まえたものとなるよう外部研究者を交えた評価を行うなど、組織的

ガバナンスを強化するものとする。 

 

第２ 保有資産の見直し 

新宿分館の研究業務等の筑波地区への移転に伴う新宿分館地区の土地処分及び産業技

術史資料情報センターの筑波地区への移転に伴う同センター設置場所に係る賃貸借契約

の解消を早期に行うものとする。また、霞ヶ浦地区の土地処分についても早期に行うも

のとする。 

 

第３ 民間競争入札の推進 

施設の管理・運営業務については、運営の効率化を図る観点から、各施設の特性及び

既に上野本館で実施している民間競争入札の検証結果等を踏まえて、民間競争入札の導

入を上野本館以外の施設にも拡大し、一層推進するものとする。 

 

第４ 業務全般に関する見直し 

  上記第１から第３に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 

 



１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

(1) 保有資産については、上記第２に掲げるもののほか、引き続き、資産の利用度の

ほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済

合理性といった観点に沿って、その保有の必要性について不断に見直しを行うもの

とする。 



また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要がある

かを厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今

後、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関す

る評価の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知又は送付する

事項を参考にするものとする。 

 

(2) また、特許権については、特許権を保有する目的を明確にした上で、当該目的を

踏まえつつ、登録・保有コストの削減及び特許収入の拡大を図るものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 



 

独立行政法人物質・材料研究機構の主要な事務及び事業の改廃 

に関する勧告の方向性 

 

 

独立行政法人物質・材料研究機構（以下「機構」という。）の主要な事務及び事業につ

いては、独立行政法人として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性、質

の向上を図る観点から、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直しを行

うものとする。 

 

第１ 事務及び事業並びに組織面の見直し 

１ 目黒地区事務所の廃止 

目黒地区事務所については、同所で実施しているクリープ試験等の業務のつくば地

区への集約化に伴い、廃止するものとする。事務所跡地については、独立行政法人通

則法の一部を改正する法律（平成22年法律第37号）による改正後の独立行政法人通則

法（平成11年法律第103号）に則して国庫納付するとともに、同所の庶務等の業務も

必要なくなることから、事務職員の合理化を図るものとする。 

 

２ 東京会議室の見直し 

東京会議室については、既存の会議室を廃止し、借上面積を大幅に縮減した上で他

法人施設へ集約するものとする。これに伴い、会議室に配置されている要員を合理化

するものとする。 

 

３ 研究部門の事務職員の見直し 

機構の各研究領域に配置されている事務職員（常勤及び非常勤）の状況をみると、

常勤・非常勤の業務区分が明らかでなく、また、合理的な人員配置となっているか判

然としない状況がある。 

このため、研究領域及びプロジェクトの重点化に伴う組織体制の見直しに当たって

は、非常勤化を含め、事務職員の配置を見直すとともに、要員の合理化を図るものと

する。 



第２ 業務全般に関する見直し 

上記第１に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 

 

１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の

削減の一層の推進を図るものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 



４ 保有資産の見直し等 

(1) 保有資産については、引き続き、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範

囲での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、

その保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要がある

かを厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今

後、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関す

る評価の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参

考にするものとする。 

 

(2) また、特許権については、特許権を保有する目的を明確にした上で、当該目的を

踏まえつつ、登録・保有コストの削減及び特許収入の拡大を図るものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 

 



 

独立行政法人防災科学技術研究所の主要な事務及び事業の改廃 

に関する勧告の方向性 

 

 

独立行政法人防災科学技術研究所（以下「研究所」という。）の主要な事務及び事業に

ついては、独立行政法人として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性、

質の向上を図る観点から、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直しを

行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 研究開発業務の見直し 

防災科学技術に関する研究について、一層の効率的、効果的な推進、成果の普及を

図るとともに、災害に関する研究を実施する他の機関、大学等との役割分担の明確化、

研究内容の重複排除を図る観点から、以下の措置を講ずるものとする。 

(1) 研究課題・テーマの選定、研究成果の効果測定 

研究領域の見直しに合わせ、研究の充実、成果の更なる充実を期するとともに、

これまで以上に防災・減災対策への反映、実用化を念頭に、研究課題・テーマの選

定及び研究成果の効果測定を行う。 

 

(2) 他の機関との連携 

研究課題・テーマの選定、実施スケジュールの決定に当たっての事前調整、共同

研究を含め、災害に関する研究を実施する他の機関、大学等との連携を一層強化す

る。なお、共同研究については、研究所の貢献度を明確にし、厳格に評価する。 

 

(3) 萌芽的基礎研究の見直し 

萌芽的な基礎研究については、社会のニーズを反映するとの所期の目的を達成す

るため、その採択に当たって外部有識者をメンバーに加える。 

 

 



(4) 知的財産戦略の策定 

研究成果を防災・減災対策に反映させるため、知的財産の活用戦略・方針を策定

する。 

 

２ 施設及び設備の利用拡大 

実大三次元震動破壊実験施設（E-ディフェンス）、大型耐震実験施設、大型降雨実

験施設及び雪氷防災実験施設について、外部利用の更なる拡大など施設の有効活用を

進め、自己収入の拡大と我が国全体の防災研究能力の向上に資するものとする。 

 

第２ 組織面の見直し 

１ 支所の廃止等 

地震防災フロンティア研究センターについては、必要な研究成果をつくば本所に移

管することにより、廃止するものとする。また、同センターの廃止に伴い、事務職員

について、所要の合理化を行うものとする。 

 

２ 事務職員の配置の見直し等 

研究領域の見直しに伴う組織体制の見直しに際しては、効率的、効果的な業務運営

を図る観点から、研究各部・センターの事務職員の配置を見直し、データ入力などの

業務について非常勤化するなどにより、要員の合理化に取り組むものとする。 

 

第３ 業務全般に関する見直し 

上記第１及び第２に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 

 

１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、



適切な見直しを行うものとする。 

また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の

削減の一層の推進を図るものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、引き続き、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲

での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、その

保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるか

を厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今後、

総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価

の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にする

ものとする。 

 



５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 

 



 

独立行政法人放射線医学総合研究所の主要な事務及び事業の改廃 

に関する勧告の方向性 

 

 

独立行政法人放射線医学総合研究所（以下「研究所」という。）の主要な事務及び事業

については、独立行政法人として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性、

質の向上を図る観点から、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直しを

行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 重粒子線がん治療研究の推進 

研究所は、国内外への技術展開を図ることにより、必要とするすべての患者が重粒

子がん治療を受けられることを目指しており、平成６年度に臨床試験を開始し、15年

度の高度先進医療（現在の先進医療）の承認を経て、現在まで5,000例を超える治療

実績を蓄積している。 

また、重粒子線がん治療施設については、平成22年３月に研究所の技術開発をベー

スとして従来の３分の１に小型化された施設が群馬大学に設置されたほか、佐賀県に

おいて、国内４か所目となる施設の建設が進められている状況にある。 

これら実績を踏まえつつ、今後、重粒子線がん治療の国内外への早期普及を図るた

めには、明確なビジョンと戦略の下、関係機関と連携、協力して取り組んでいくこと

が求められる。 

このため、重粒子線がん治療を標準医療として広く国内外に普及するための短期的、

中長期的な課題や民間企業を含む関係機関との相互協力のあり方等の全体像を明らか

にした上で、これを踏まえた研究所としての具体的かつ戦略的なロードマップを策定

するものとする。 

 

２ 特許権の有効活用等 

研究所の特許に関する出願、維持等の経費は、実施料収入を大幅に上回る状況にあ

る。これは国内特許の出願に当たり、実用化の見込みが高い研究領域・分野の技術に



重点化しつつも、原則として出願の是非の審査は行わないとの方針で臨んでいること

も一因とみられる。また、国外での特許出願は経費がかかることもあり、国内での特

許取得が中心となっている。 

このため、国内特許出願時の市場性、実用可能性等の審査及び保有特許の国内外で

の実施許諾等の促進に取り組むとともに、重粒子線がん治療研究等の成果の国際展開

を見据え、国外特許取得の推進について検討するものとする。 

 

第２ 組織面の見直し 

１ 事務職員の合理化 

那珂湊支所の平成22年度末の廃止に伴い、同所の庶務等業務が合理化されることか

ら、事務職員（平成22年４月１日現在、常勤職員３人、非常勤職員１人）の合理化を

図るものとする。 

また、研究部門の事務職員について、各センターの業務の特性、業務量、常勤職員

と非常勤職員の業務分担等を踏まえ、更なる合理化を図るものとする。 

 

２ 研究施設等整備利用長期計画の見直し 

研究所は中期目標に基づく研究施設等整備利用長期計画（平成19年５月）を策定し、

これを着実に実施することとしているが、この計画には、ＰＲ館、アトリウム、市民

一般講演会場を含む研究交流館など、必要不可欠とはみられない施設の建設が含まれ

ている。 

このため、厳しい財政状況の下、経費の縮減等を図る観点から、不要不急な施設の

建設は行わないよう計画全体を見直すものとする。 

 

第３ 業務全般に関する見直し 

上記第１及び第２に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 

 

１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目



標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の

削減の一層の推進を図るものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、引き続き、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲

での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、その

保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるか

を厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今後、

総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価



の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にする

ものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 

 



 

独立行政法人国立美術館の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告 

の方向性 

 

 

独立行政法人国立美術館（以下「国立美術館」という。）の主要な事務及び事業につい

ては、独立行政法人として真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性及び質

の向上を図る観点から、国の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直しを行

うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ キュレーター研修の見直し 

キュレーター研修については、教育普及事業として公私立美術館の学芸担当職員を

対象に、参加者の研修テーマに応じて専門性の高い知識や技術を修得できる実地研修

を実施しているが、参加実績が低調であることにかんがみ、ナショナルセンターとし

て国立美術館が有する専門知識や技術を全国に普及していくための研修となるよう、

その在り方を見直すものとする。 

 

２ 地方巡回展の見直し 

国立美術館の所蔵作品を活用した地方巡回展については、ナショナルセンターとし

ての機能を発揮し、地方における鑑賞機会の充実を図る観点から公私立美術館のニー

ズなどを十分に踏まえ、実施するものとする。 

 

第２ 民間競争入札の推進 

施設の管理・運営業務（展示事業の企画等を除く。）については、運営の効率化を

図る観点から、既に東京国立近代美術館（本館及び工芸館）で実施している民間競争

入札の検証結果等を踏まえ、民間競争入札の対象範囲の拡大や他施設への拡大につい

て一層推進するものとする。 

 

 



第３ 業務全般に関する見直し 

  上記第１及び第２に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 

 

１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により

業務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標につ

いて、これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具

体的な目標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人の

事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、引き続き、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲



での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、その

保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要があるか

を厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今後、

総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価

の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知又は送付する事項を参

考にするものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 

 



 

独立行政法人国立文化財機構の主要な事務及び事業の改廃に関する 

勧告の方向性 

 

 

独立行政法人国立文化財機構の主要な事務及び事業については、独立行政法人として真

に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性及び質の向上を図る観点から、国の

財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直しを行うものとする。 

 

第１ 業務運営の見直し 

一般管理業務については、運営の効率化を図る観点から、公用車の運転業務など外部

委託できる業務の精査を引き続き行い、担当職員の退職時期も勘案しつつ、計画的にア

ウトソーシングを進めるものとする。 

 

第２ 民間競争入札の推進 

施設管理・運営業務と展示場監視等業務については、運営の効率化を図る観点から、

既に東京国立博物館等で実施している民間競争入札の検証結果等を踏まえ、これら業務

の包括化や、他施設への民間競争入札の導入について一層推進するものとする。 

 

第３ 業務全般に関する見直し 

 上記第１及び第２に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 

 

１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により

業務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標につ

いて、これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具

体的な目標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 



２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21年

11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進

し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人

の事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性

の確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、引き続き、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲

での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿って、その

保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要がある

かを厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今

後、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関す

る評価の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知又は送付する

事項を参考にするものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行



政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 



 

独立行政法人教員研修センターの主要な事務及び事業の改廃に関す 

る勧告の方向性 

 

 

独立行政法人教員研修センターの主要な事務及び事業については、独立行政法人として

真に担うべきものに特化し、業務運営の効率性、自律性及び質の向上を図る観点から、国

の財政支出の縮減にもつながるよう、以下の方向で見直しを行うものとする。 

 

第１ 事務及び事業の見直し 

１ 学校管理研修の在り方の見直し 

学校管理研修については、独立行政法人として実施する必要性や研修効果が定かで

ないものなどが実施されていることから、国の教育政策上真に必要な研修に厳選、特

化し、都道府県ごとの参加者に著しい差のある研修については、国が行う研修として

の妥当性を検証し、規模、方法の適正化を図り、廃止を含めた研修の在り方を見直す

ものとする。 

 

２ 喫緊の重要課題研修の在り方の見直し 

喫緊の重要課題研修については、地方公共団体で実施可能なものや研修効果が定か

でないものなどが実施されていることから、研修内容を不断に見直し、都道府県ごと

の参加者に著しい差のある研修については、国が行う研修としての妥当性を検証し、

規模、方法の適正化を図り、廃止を含めた研修の在り方を見直すものとする。 

 

第２ 保有資産の見直し 

 研修内容や方法に係る企画立案を行うに際し文部科学省の複数の担当課と密接に連携

をとるため設置している東京事務所は、既存の施設は廃止し、借上面積を大幅に縮減し

た上で他法人施設へ集約するものとする。 

 

第３ 業務全般に関する見直し 

  上記第１及び第２に加え、業務全般について以下の取組を行うものとする。 



１ 効率化目標の設定等 

管理部門の簡素化、効率的な運営体制の確保、アウトソーシングの活用等により業

務運営コストを縮減することとし、一般管理費及び事業費に係る効率化目標について、

これまでの効率化の実績を踏まえ、同程度以上の努力を行うとの観点から具体的な目

標を設定するものとする。 

なお、一般管理費については、独立行政法人に無駄遣いがあるのではないかとの厳

しい批判があることを踏まえ、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、

適切な見直しを行うものとする。 

また、官民競争入札等の積極的な導入を推進し、業務の質の維持・向上及び経費の

削減の一層の推進を図るものとする。 

 

２ 給与水準の適正化等 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に

計画的に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表するものとする。 

また、総人件費についても、政府における総人件費削減の取組を踏まえ、厳しく見

直すものとする。 

 

３ 契約の点検・見直し 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成21

年11月17日閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を

推進し、業務運営の効率化を図るものとする。 

この場合において、研究・開発事業等に係る調達については、他の独立行政法人

の事例等をも参考に、透明性が高く効果的な契約の在り方を追求するものとする。 

また、密接な関係にあると考えられる法人との契約に当たっては、一層の透明性の

確保を追求し、情報提供の在り方を検討するものとする。 

 

４ 保有資産の見直し等 

保有資産については、上記第２に掲げるもののほか、引き続き、資産の利用度のほ

か、本来業務に支障のない範囲での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理



性といった観点に沿って、その保有の必要性について不断に見直しを行うものとする。 

また、独立行政法人の資産の実態把握に基づき、法人が保有し続ける必要がある

かを厳しく検証し、支障のない限り、国への返納等を行うものとする。その際、今

後、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関す

る評価の結果等の意見等として各府省独立行政法人評価委員会に通知又は送付する

事項を参考にするものとする。 

 

５ 内部統制の充実・強化 

内部統制については、更に充実・強化を図るものとする。その際、総務省の独立行

政法人における内部統制と評価に関する研究会が本年３月に公表した報告書（「独立

行政法人における内部統制と評価について」）及び、今後、総務省政策評価・独立行

政法人評価委員会から独立行政法人の業務実績に関する評価の結果等の意見等として

各府省独立行政法人評価委員会に通知する事項を参考にするものとする。 

 

６ その他 

複数の候補からの選択を要する事業の実施に当たっては、第三者委員会を設置する

など適切な方法により事前・期中・完了後の評価を行い、評価結果を事業の選定・実

施に適切に反映させることにより、事業の重点化及び透明性の確保に努めるものとす

る。 

また、事業の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の

確保に努めるものとする。 

 


